
89 I-StyleI-Style

　
﹁
予
算
﹂は
１
年
間
に
入
っ
て
く
る

お
金
︵
歳
入
︶と
使
う
お
金
︵
歳
出
︶

の
見
積
も
り
の
こ
と
で
︑
予
算
案
は

市
議
会
で
審
議
︑
決
定
し
ま
す
︒

　

歳
入
（
図
１
）
に
は
︑
市
税
や
使

用
料
の
ほ
か
︑
特
定
の
事
業
に
対
し

て
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
﹁
国
・

県
支
出
金
﹂︑
市
町
村
ご
と
の
格
差

を
調
整
す
る
た
め
に
交
付
さ
れ
る

﹁
地
方
交
付
税
﹂が
あ
り
ま
す
︒

　

市
税
や
使
用
料
な
ど
︑
市
が
独
自

に
収
入
で
き
る
も
の
を
﹁
自
主
財

源
﹂︑
国
や
県
の
制
度
に
よ
っ
て
収

入
で
き
る
も
の
を
﹁
依
存
財
源
﹂
と

い
い
︑
安
定
し
た
財
政
運
営
の
た
め

に
は
︑
自
主
財
源
の
確
保
が
必
要
不

可
欠
で
す
︒

　

ま
た
︑歳
出
に
は
︑﹁
目
的
別
（
図

２
）﹂と
﹁
性
質
別
（
図
３
）﹂と
い
う

分
類
が
あ
り
︑﹁
目
的
別
経
費
﹂は
︑経

費
の
目
的
に
着
目
し
て
分
類
し
た
も

の
で
︑子
育
て
支
援
や
生
活
保
護︵
民

生
費
︶︑道
路
や
公
園
の
整
備
︵
土
木

費
︶な
ど
に
分
類
し
て
い
ま
す
︒

　
﹁
性
質
別
経
費
﹂は
︑
経
費
の
性
質

に
応
じ
て
分
類
し
た
も
の
で
︑
財
政

運
営
の
健
全
性
や
弾
力
性
の
分
析
に

適
し
ま
す
︒

　
28
年
度
末
の
市
の
市
債︵
借
入
金
︶

の
残
高
は
︑特
別
会
計
と
公
営
企
業

会
計
を
合
わ
せ
た
全
会
計
の
合
計
で

１
３
８
１
億
９
３
２
６
万
円
と
な
る

見
込
み
で
す
︒

　
こ
の
う
ち
︑臨
時
財
政
対
策
債
︵
＊

１
︶な
ど
を
除
き
公
共
事
業
の
た

め
に
借
入
れ
た
も
の
が
一
般
会
計

で
６
４
７
億
３
１
１
０
万
円
と
な

り
︑前
年
度
末
残
高
と
比
較
し
て
︑

５
億
７
０
９
３
万
円
の
減
と
な
り
ま

す
︒一
般
会
計
︑特
別
会
計
︑公
営
企
業

会
計
を
合
わ
せ
た
全
会
計
を
前
年
度

末
と
比
較
す
る
と
︑５
億
６
０
９
６
万

円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
︒

　
こ
れ
ら
を
市
民
１
人
当
た
り
で
計
算

す
る
と
︑一
般
会
計
で
は
約
52
万
円
︑全

会
計
で
は
約
93
万
円
に
な
り
ま
す
︒

　

ま
た
︑主
な
市
の
基
金
︵
預
金
︶

の
残
高
は
︑
財
政
調
整
基
金
が

18
億
７
９
０
６
万
円
︑市
債
管
理
基

金
が
１
３
７
億
６
６
９
３
万
円
に

な
る
見
込
み
で
す
︒こ
の
２
つ
の
基

金
の
合
計
を
市
民
一
人
当
り
に
す
る

と
︑約
13
万
円
と
な
り
ま
す
︒

　

本
年
度
も
︑市
民
の
皆
さ
ん
が
納

め
た
大
切
な
税
金
を
効
果
的
か
つ
効

率
的
に
活
用
し
︑財
政
運
営
の
健
全

化
に
努
め
ま
す
︒

 

28
年
度
の
歳
入
と
歳
出

市
債
及
び
基
金
の
残
高
見
込
み 市税 11,828,199

繰入金 2,254,543
諸収入 1,123,750
分担金及び負担金 511,627
使用料及び手数料 401,166
その他 274,911
地方交付税 24,452,980
市債 5,979,209
県支出金 6,499,190
国庫支出金 6,489,802
地方譲与税・交付金 3,458,240

会　計　名 予算額 27年度比
増減率

一 般 会 計 632億7,362万円 △4.5%

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国 民 健 康 保 険 154億3,837万円 △0.9%
後期高齢者医療 11億9,794万円 △3.8%
介護サービス事業 4,183万円 4.8%
金 沢 財 産 区 0万円 △100.0%
都市施設等管理 1億2,037万円 △27.8%
工業団地整備事業 1,389万円 51.0%
市 営 バ ス 事 業 1億9,132万円 7.0%
簡 易 水 道 事 業 25億4,053万円 4.6%
下 水 道 事 業 36億4,685万円 3.3%
農業集落排水事業 4億6,963万円 △1.1%
浄 化 槽 事 業 1億2,755万円 △33.7%
物 品 調 達 3,437万円 △4.5%

水道事業会計 46億3,910万円 9.8%
工業用水道事業会計 7,990万円 6.2%
病院事業会計 24億4,300万円 △3.4%

合　　　計 942億5,827万円 △2.8%

　

国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
︵
Ｉ
Ｌ
Ｃ
︶計
画
の
実
現
や
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
循
環
型
の
ま
ち
づ

く
り
に
向
け
た
取
り
組
み
︑
市
民
セ
ン
タ
ー
の
指
定
管
理
に
よ
る
地
域
住
民
が
主
体
と
な
っ

た
協
働
の
取
り
組
み
の
活
性
化
な
ど
︑
今
後
の
ま
ち
づ
く
り
に
と
っ
て
非
常
に
重
要
な
時
期

で
あ
り
︑
ま
さ
し
く
正
念
場
を
迎
え
て
い
ま
す
︒

　

中
長
期
的
な
視
点
を
持
ち
︑
市
民
と
行
政
が
一
体
と
な
っ
て
︑
ふ
る
さ
と
一
関
の
発
展
に

向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
よ
う
と
い
う
予
算
で
す
︒

民生費
186億869万円
（29.4％）

子育て支援や高齢者、
障がい者福祉など

市税の課税・収納、戸籍事務、
市民センターやスポーツ施設などの

管理運営費や建設・維持

市の借入金の返済

農林業の支援、農業施設や
林道の建設・維持など

道路、公園、住宅などの建設・維持

小中学校などの
管理運営費や建設・維持

保健、医療、ごみ処理、
環境対策など

公債費
89億3,300万円
（14.1％）

総務費
92億7,804万円
（14.7％）

農林水産業費
55億4,740万円
（8.8％）

土木費
58億9,894万円
（9.3％）

教育費
51億3,744万円
（8.1％）

衛生費
51億810万円
（8.1％）

消防費
23億8,005万円
（3.8％）

商工費
18億4,506万円（2.9％）

その他
5億3,690万円（0.8％）

図２

歳　出
（目的別）

人件費
119億7,522万円
（18.9％）

扶助費
100億457万円
（15.8％）

公債費
89億3,286万円
（14.1％）

義務的経費
309億1,265万円
（48.8％）

投資的経費
72億5,087万円
（11.5％）

その他の経費
251億1,010万円
（39.7％）

普通建設事業費
72億5,087万円
（11.5％）災害復旧事業費

0.1万円
（0.0％）

補助費等
108億4,552万円
（17.1％）

物件費
82億1,040万円
（13.0％）

繰出金
44億8,305万円
（7.1％）

その他
15億7,113万円（2.5％）

図３

歳　出
（性質別）

ある家庭の１年分の収入（482.2万円）
B 自分たちで稼いだお金 129.6万円

（給与、パート収入、預金）

給与 93.5万円 市税

パート収入 18.3万円

諸収入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

その他

実家や
兄弟からの
仕送り、援助

323.2万円

地方交付税

県支出金

国庫支出金

地方譲与税
・地方交付金

借金 47.2万円 市債

ある家庭の１年分の支出（500.0万円）
A生活費 274.0万円

（食費、光熱水費等、医療費、仕送り）

食費 94.6万円 人件費
（給与・報酬等）

光熱水費など 64.9万円 物件費
（消耗品・光熱水費など）

医療費 79.1万円 扶助費
（医療費助成など）

仕送り 35.4万円 繰出金
（特別会計へ）

家の修繕など 57.3万円 普通建設事業費

冠婚葬祭費など 85.7万円 補助費等
（他の団体へ）

借金の返済 70.6万円 公債費
（地方債返済など）

その他の経費 12.4万円 その他

市の財政を家計に例えたら
　平成28年度の市の一般会計予算を、例えば
1年間の支出が500万円の家計に例えると下図
のようになります。

一般会計
歳入歳出総額
632億7,362万円

用
語
の
解
説

＊
１ 

臨
時
財
政
対
策
債
：
地
方
交
付
税

の
国
の
財
源
が
不
足
す
る
場
合

に
、
特
例
と
し
て
地
方
交
付
税
に

替
え
て
発
行
が
認
め
ら
れ
る
地
方

債
（
借
入
金
）
で
、
償
還
費
用
は

全
額
国
が
手
当
す
る
も
の

予算
Act.1

28年度予算の規模

特集・まちづくり正念場 ！！

支出に対する不足分
17万８千円は、預金の
取崩し（繰入金）で対応

市税
118億2820万円
（18.7％）

自主財源
163億9,420万円
（25.9％）

依存財源
468億7,942万円
（74.1％）

図１

歳　入

地方交付税
244億5,298万円
（38.6％）

市債
59億7,921万円
（9.4％）

県支出金
64億9,919万円
（10.3％）

国庫支出金
64億8,980万円
（10.3％）

地方譲与税・交付金
34億5,824万円
（5.5％）

繰入金
22億5,454万円
（3.6％）

諸収入
11億2,375万円
（1.8％）

分担金及び負担金
5億1,163万円
（0.8％）

使用料及び手数料
4億117万円
（0.6％）

その他
2億7,491万円
（0.4％）
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